令 和 8年10月
福岡県建築都市部

労務費ダンピングを防止するための取り組みについて
（お知らせ）
[bookmark: _Hlk242972703]
１　法改正の概要
現在、工事の入札においては、入札金額の内訳を記載した工事費内訳書を提出いただいていますが、「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」が改正され、応札者は公共工事の入札時に、材料費や労務費等を記載した工事費内訳書の提出が必要となりました（同法第12条）。
また、県では提出された工事費内訳書の内容を確認し、労務費ダンピング調査を行うこととしました（同法第13条）。

２　工事費内訳書に追加して記載する項目（法第12条関係）
工事費内訳書に追加して記載する項目は以下の５項目です。
　・材料費
・労務費
・法定福利費（事業主負担分）
・安全衛生経費
・建設業退職金共済契約に係る掛金







· 上記が記載された内訳書の提出がない場合は、入札が無効となります。
· ただし、令和９年１０月３１日までに、一般競争入札の入札公告、指名競争入札の指名通知を行う案件に限り、暫定的に無効としないこととします。

３　労務費ダンピング調査の実施（法第13条関係）
· 適切な労務費の確保に向けた調査として、落札候補者が提出した工事費内訳書に記載されている直接工事費が「一定水準*」以上かどうかを確認します。
※　一定水準 ： 直接工事費（発注者設計額） × 係数
【係数】
	土木工事
	０．９７

	建築一般工事
	０．９７×0.9

	昇降機設備その他の製造部門を持つ専門工事業者を対象とした工事
	０．９７×0.8


· 「一定水準」を下回る場合には書面（理由書）にてその理由の確認を行います。
· なお、合理的な理由が確認できなかった場合、発注者は、建設業法第40条の４に基づく調査を行う者（建設Gメン）へ通報します。
※合理的な理由が確認できない場合でも、契約を妨げるものではありません。

４　適用時期
令和８年１１月１日以降に、一般競争入札の入札公告、指名競争入札の指名通知を行う案件から適用します。

※　詳細については、国土交通省が作成した「労務費ダンピングを防止するための
　公共発注者向けガイドライン」をご参照ください。
